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2025年3月14日 気候ネットワーク 欧州調査報告会

脱炭素社会への変革を
支える教育

木原浩貴



■研究テーマ
➢ ①日本における心理的気候パラドックスの実情
➢ ②持続可能な地域づくりを支える社会的基盤

■職歴
➢ 2000～2003年 気候ネットワーク職員
➢ 2003～ 京都府地球温暖化防止活動推進センター

（2011年～事務局長 ２０２０年～副センター長）

➢ 201７～ 龍谷大学非常勤講師
➢ ２０１７～２０２１、2023～ 立命館大学授業担当講師
➢ 2018～ たんたんエナジー株式会社（代表取締役）

➢ 2021～ 総合地球環境学研究所 客員准教授
➢ 2021～ たんたんエナジー発電合同会社（代表社員たんたんエナジー職務執行者）

報告者 木原浩貴について 2

著書（共著）



3日本人の環境意識は高いのか

Ipsos(2020)Earth day 2020より
https://www.ipsos.com/en/two-thirds-citizens-around-world-agree-climate-change-serious-crisis-coronavirus



4日本人の環境意識は高いのか（若者）

電通総研「気候不安に関する意識調査（国際比較版）」より https://institute.dentsu.com/articles/2823/



心理的障壁・気候コミュニケーションに関する指摘 5

◆「事実」を伝えるために情報量を増やす気候コミュニケーションは失敗して
いる。 (Stoknes, 2014）

◆（調査結果は）簡単な解決策がないことに気づいた時、人々は問題に注意
を払うのをやめるとする仮説（Downs’s (1972))と一致している。人は、「行動を起こ
すべきであり、実行可能」と考える問題だけを重要な課題だと認識すること
が示唆される。(Krosnick et al, 2006)

◆政策決定者は，社会変革が市民から支持されないことを恐れ，気候変動問
題の責任を個人や地域コミュニティに帰結させ，身近な環境配慮行動に従
事させようとする。一方で，個人は，気候変動のような大きな問題は，国の
リーダーシップが必要と考える。

 →「ガバナンスの罠」が最大のリスクである。 （Pidgeon, 2012)



6気候変動への「無関心」問題
（江守正多氏の論考より）

【なぜか】
・気候変動について知らないせい？
・自分勝手なせい？

【じゃあ、どうするか】
・気候変動について知ってもらう？
・自分にも影響があることを知ってもらう？

【どうなったらいいの？ 】
・みんなが関心を持ってエコな生活を送る？

【なぜか】
・「負担意識」があるせいでは？
（関心がある人にもあるのでは？）

【じゃあ、どうするか】
・「負担意識」を変えていこう！
（脱炭素は前向きな社会のアップデート）

【どうなったらいいの？ 】
・「本質的な関心を持つ人」を増やして
システムの変化を起こそう！

江守正多（2020）気候変動問題への「関心と行動」を問いなおす―専門家としてのコミュニケーションの経験から, 環境情報科学, 49 (2), 2-6.
本スライドは江守氏のプレゼンテーション資料をもとに、許可を得て、複数スライドの内容を統合して作成

「卒エコ」しよう！



7小中学校の学習指導要領より

「これからの学校には，こうした教育の目的及び目標の達成を目
指しつつ，一人一人の生徒が，自分のよさや可能性を認識する
とともに，あらゆる他者を価値のある存在として尊重し，多様な
人々と協働しながら様々な社会的変化を乗り越え，豊かな人生
を切り拓ひらき，持続可能な社会の創り手となることができるよ
うにすることが求められる。このために必要な教育の在り方を具
体化するのが，各学校において教育の内容等を組織的かつ計
画的に組み立てた教育課程である」

（環境教育では無く）教育の目的は持続可能な社会の創り手の育成であると定義



8環境教育等促進法の制定

環境保全の意欲の増進や環境教育の推進
が目的

環境教育推進法 平成15年

（環境保全のための意欲の増進及び環境
教育の推進に関する法律）

協働による持続可能な社会づくりの促進が
目的 （「環境を軸とした成長」）

環境教育等促進法 平成23年

（環境教育等による環境保全の取組の促
進に関する法律）



身の回りの生活に係る
規範意識

＋

持続可能な社会づくりに
主体的に参加しようとす
る意欲を育てる

「体験の機会の場」の必
要性を強調

※「地球温暖化」を「気候変動」に変
更。

9基本方針 平成30年改正の概要



10基本方針 令和6年改正の概要

「社会変革」の必要性を
強調（「変革」が約60回登場）

はじめに：「個人の行動変容を個人に
留めるのではなく、パートナーシップを
通じ、様々な個人や組織との関わり合
いの中で、中長期的に社会システムの
変革へとつなげていくことが重要」

「ウェルビーイング」の実
現の必要性を強調



オーストリアの
気候教育



12
【連邦】持続可能な開発のための
環境教育に関する基本令（2014年）

義務教育のみならず、学童保育も含めたすべ
ての学校教育に適用されるもの。

■目標（抜粋）
責任ある国民としての民主的責任を認識し、個人の
視点や価値観を発展させ、社会形成プロセスに積極
的かつ建設的に参加すること。

■コンピテンシー（抜粋）
「評価、決定、実行する能力」
公の場で意見を表明し、持続可能な開発に向けた取
り組みに参加できる。



13
【連邦】学校を支える仕組み
エコローグ（2000年）より

https://www.oekolog.at/より

約700の学校と14の教育大学が参加
（2020/21～2023/24の重点テーマは気候変動）

■参加校に求められる10のステップ
① 学校の合意形成
② 学校チームの結成とコーディネーターの選定
③ 現状の分析と対策の選定
④ 優先順位の設定
⑤ 明確な目標の設定
⑥ プロジェクトの開発と計画
⑦ プロジェクトの文書化
⑧ 管理・振り返り
⑨ 成功の祝福、チームの鼓舞
⑩ 成功したプロジェクトの日常化

■支援策
・州ごとの「エコローグ地域チーム」
・プロジェクトごとに1,000ユーロの補助

https://www.oekolog.at/


14
【連邦】学校を支える仕組み
環境ラベル 学校（2002年）より

https://www.umweltzeichen.at/より

152校が認証を取得（2022年時点） 4年ごとに更新

■対象分野
① 環境管理、情報、社会
② 教育の質、持続可能な開発のための教育
③ エネルギーの使用、節約、建築物
④ 学校の屋外エリア
⑤ 健康増進、人間工学、室内空間
⑥ アクティブな移動、通学、交通機関
⑦ 調達、教育資材
⑧ 食品や飲料の提供を含む栄養
⑨ 化学薬品と清掃
⑩ 水、排水、廃棄物の発生抑制、削減

■支援策
・ガイドラインの整備 （獲得ポイントを明記）
・外部アドバイザーがサポート（州が派遣費用を負担）
・サーモグラフィーなど必要機器を貸し出し

必須項目
・外壁の分析
・エネ照明の導入
など

推奨項目
・正しい温度管理
・建築基準
・窓とドアの気密性
・エネルギー教育
・環境ラベル電力
など

https://www.umweltzeichen.at/


15【州】フォアアールベルグ州 教育局

ヒアリング風景

• オーストリア最西端の州。人口40万人弱。

• 163の小学校（フォルクスシューレ）と56の中学校
（ミッテルシューレ）。12の学校がエコローグに参加
し、18の学校が環境ラベルん小を取得。

• 州の教育局がエコローグ地域チーム事務局及び
コーディネーターを担当。

• e5制度を通じて校舎の脱炭素化を推進。

• 2022/23年度から、すべての学校に1名の「環
境・気候保護担当者」を配置

（勤務時間の一部をこれに充てることを義務化）

• FFFの気候ストライキへの参加を授業としてカ
ウント可能に。

地図：ウィキペディアより



16【州】エネルギー研究所フォアアールベルグ

■幼稚園向け
未来の王国：幼稚園の先生の研修→先生がプログラムを実施。ソーラークッカーの調理、
エネルギーをテーマとしたミュージカルの創作・発表など。250のうち約半数が参加。

太陽の幼稚園：基礎自治体が幼稚園の屋根に太陽光発電を設置。研究所のサポートで、
園児や親に教育を実施。州内40箇所に「太陽の幼稚園」が誕生。

■小学校向け
3回連続の出前授業のプログラムを準備。年間80クラス（240回）を実
施。研究所の職員や退職教員らが担当。

■中学校向け
例えば交通に関するプログラムを提供。2回は出前授業、3回目はブレゲ
ンツに招いて、電動アシスト自転車乗車体験などを実施。

■それ以上の年代向け
詩の朗読（半日間×2回）。エネルギー転換をシミュレーションするゲーム
を使ったプログラム（約10回）、地域熱供給施設見学や政治家とのディス
カッションなど5回からなる「エネルギーアカデミー」。



17【州】エネルギー・エージェンシー・チロル

地図：ウィキペディアより

• オーストリア西部の州。人口80万人弱。

• 州政府と連携して年間250～300回の出前授業を
実施。

• 2016/17年、第1回「チロル子ども気候会議」を開
催。提案を州の政治家向けに発表。第2回は「チロ
ル子ども気候アクション」と名称を変更、例えば、音
楽家と一緒に曲を作り、政治家向けに「議論だけで
はなく本当に実践してよね」と発信。

• 「エネルギー・スカウト」 職業学校に通う学生対象。
座学のあと、自らの職場の他作を考案・提案・実践
して共有。



18【州】気候同盟チロル

• 気候同盟：26カ国1,700都市が参加する国際
NGO。気候同盟チロルはその支部の一つ。82の基
礎自治体、63の学校、100以上の企業が会員。

• 持続可能な開発のための教育に関する環境ラベル
を取得。年200回を超える出前授業を実施。会員以
外の学校にも。

• 公共交通の乗り方や時刻表の見方、気候シミュレー
ションソフトを使ったロールプレイまで内容は様々。

• ペディブス：車による送迎を削減するための集団登
校支援プロジェクト。州内30箇所で実施。送迎を禁
止した学校も。



19【基礎自治体】メーダー村エコ中学校

• 村長がエコ中学校建設を公約に当選。

• 公共施設群にバイオマスによる熱供給。新築公共建
築物はパッシブ基準達成を義務化。

• 地下を通して給気することで省エネに。クラウドファ
ンディングで太陽光発電を設置し、毎年出資者を集
めた「太陽祭り」に招待。

• エコローグ、環境ラベル学校、気候同盟学校に参加。

• 「環境」の授業を週2時間実施。

• 「エコロジカルな生徒議会」を組織。

（コーラの自動販売機の設置を否決）

• エネルギー研究所フォアアールベルグが伴走支援。



20【基礎自治体】メーダー村エコ中学校



21【基礎自治体】湖畔の学校

• 小中一貫校。1～3年、4～6年、7～8年に分けて複
式学級を採用。基本的には個人単位で学習を進め、
全体授業は少ない。

• トリプルガラスを採用するなど、断熱性能が高く、暖
房はコジェネの地域暖房に接続。連邦政府の持続
可能な建築賞を受賞。

• FFFへの参加、自転車通学の推奨と通学路マップ
の整備などを実施。

• 食堂では、学校菜園で採れた野菜や、地元の農家
から納入される季節の野菜を提供。毎日5人の生徒
が交代で大人のサポートを得て調理とサービスを担
当するなど食育を重視。



22【基礎自治体】湖畔の学校



23【基礎自治体】湖畔の学校



24チロル州教育大附属校



25オーストリアの気候変動教育の特徴

個別の出前授業や教材の内容について、日本との大きな差は感じず。
では、何が違うのか。

① 児童・生徒らによる社会変革に向けた意思表示を大切にしている点。

② 学校における気候変動教育への外部からのサポートの手厚さ。

③ 「仕組み」と「ノウハウ」を重視している点。

④ 校舎を環境コミュニケーションツールとして重視している点。
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